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■目的及び概要                                       

経済的理由により就学が困難と認められる児童及び生徒の保護者に対して、学用品等、修学旅行費、給

食費、医療費等の一部を援助するもの。 

 

■対象者                                          

原則、市内に住所を有し、小中学校に在学する児童生徒の保護者で、次のいずれかに該当する者 

(1) 生活保護を受給中又は過去に受給 

(2) 市町村民税の非課税（世帯全員） 

(3) 市町村民税の減免 

(4) 個人事業税の減免 

(5) 固定資産税の減免 

(6) 国民年金掛金の減免 

(7) 国民健康保険税の減免又は徴収の猶予 

(8) 児童扶養手当の支給 

(9) 生活福祉資金による貸付 

(10) 特別な事情（失業・疾病等）による所得の減少、又はその他の経済的な理由により生活が困窮し

ているため、子どもを就学させるのが困難な場合（※世帯の収入認定額が生活保護基準額の 1.3倍

未満であること。） 

 

■援助額（令和７年度現在）                                 

(1) 小学校年額        ① 新入学児童生徒学用品費等  57,060円（4月までに認定された者） 

② 学用品費等         11,630円 

③ 通学用品費（第 1学年を除く） 2,270円 

(2) 中学校年額          ① 新入学児童生徒学用品費等  63,000円（4月までに認定された者） 

② 学用品費等         22,730円 

③ 通学用品費（第 1学年を除く） 2,270円 

(3) 小学校・中学校共通  ① 修学旅行費      交通費等の実費（土産代等は除く） 

（①～④は限度額あり）  ② 通学費        実費 

③ 校外活動費      交通費・見学料の実費 

④ オンライン学習通信費 実費 

⑤ 学校給食費      現物支給 

⑥ 日本スポーツ振興センター掛金 460円（4月までに認定された者）  

※ 生活保護を受給中の方は、医療費及び修学旅行費のみを支給します。 

 

■申請時期                                         

随時受付。ただし、申請日により下記のとおり認定期間が異なります。 

(1) 4月 30日までに申請の場合の認定期間：4月 1日から翌年 3月 31日まで 

(2) 5月 1日以降に申請の場合の認定期間：その認定日の月の初日から当該年度の 3月 31日まで 

 

■留意事項                                         

申請時には、申請書に児童扶養手当証書等、申請事由となる証明書及びマイナンバー（身分証明書と

併せて）を添付のうえ、学校長に提出が必要です。 

■根拠法令等                                        

宇土市就学援助要綱  

９３．宇土市就学援助                            

担当課：学校教育課 学務係      

 


